
令和７年度 就労証明書記入前にお読みください 
 
 
 
 
 

 
 

 

〇就労証明書を作成するうえで、特に以下の点に注意し、作成ください。 

〇下記項目以外にも作成上の注意点がありますので、就労証明書様式に記載（裏面または２枚目）されている「記入

する際にご確認いただきたいこと（重要）」をご確認ください。 

〇就労証明書の記載内容は、ランク・指数に直接影響します。ご提出前に必ず申請者ご自身でも記載の不備等ないか

ご確認をお願いします。 

 

 

・「№３ 雇用（予定）期間等」に記載する雇用開始日は、復職後の勤務開始日ではありませんのでご注意ください。 

・就労時間（月間の合計時間）は、休憩を含めた時間をご記載ください。 

・月の【合計時間】と【一月当たりの就労日数】に記載されている内容で、給付認定や利用調整の審査を行います。 

当該部分に不備等がないか必ず申請者ご自身でもご確認ください。 

・「№15 入所内定時育休短縮可否」には、保育所等の入所が内定した場合、利用開始月中に育児休業を終了するこ

とが可能か必ずご記載ください。 

・単身赴任をしている場合は、「№17 単身赴任期間（予定含む）」に赴任の期間を記載してください。赴任の終了日

が未定の場合は、開始日のみ記載してください。 

・常態的に月２回以上夜間勤務（残業を除く）がある場合は、勤務先に様式（夜勤証明書）の作成も併せて依頼して

ください。 

・訂正する場合は修正液を使わず、二重線で訂正をしてください。 

・「№19 保護者記載欄」に申請に係る児童の提出区分及び児童名等をご記入ください。 

 

 

 

申請の際、“就労内定”（就労予定）の方は以下の点にご注意ください。 

＜パターン①＞ 基準日の翌日以降に就労開始の場合で、基準日時点で前職の就労実績のある方 

・就労予定先の就労証明書のほか、備考欄に退職日が記載されている前職の就労証明書も提出してください。 

例）令和７年５月入所（基準日 ３月 3１日）に申請する方で、３月 3１日に A 社を退職し、４月１日 

から B 社に就労予定の方 

 

＜パターン②＞ 基準日の翌日以降に就労開始の場合で、基準日時点で前職の就労実績がない方 

・就労証明書は、雇用開始後に記載したもの（証明日が雇用開始日より“後”の日付）をご提出ください。 

・申請期限の関係で、雇用開始日後に記載した就労証明書の提出ができない場合は、雇用開始前に記載した就労証

明書（証明日が雇用開始日より“前”の日付）のご提出をお願いいたします。なお、左記の場合、雇用開始日後に

記載した就労証明書の提出が再度必要になりますので、雇用開始後、ご提出をお願いいたします。 

例）令和７年５月入所（基準日 ３月 3１日、申請期限 ４月１０日）に申請する方が、５月１日より就労 

を開始する場合、申請期限までに“雇用開始後に記載した就労証明書”を提出することはできないため、 

上記の場合は、申請期限までに“雇用開始前に記載した就労証明書”を提出し、５月１日以降“雇用開始日後 

に記載した就労証明書”をご提出ください。 

 

 

港北区役所 令和７年４月作成 

 就労証明書は、就労のため保育所等の利用を希望される方の就労状況を確認するためにご提出いただく

ものです。このほか、利用申請には申請書類一式が必要です。 

きょうだいが同時に申請する場合は、年齢の低いお子様に「就労証明書」の原本を、年齢の高いお子様

にコピーを添付してください（その際、年齢の低いお子様に原本を添付している旨、記載をお願いします）。 

記載上の注意点 

 

全体の注意点 

証明日と雇用開始日について 

【基準日とは】 
保育所等の利用調整にあたって保護者
の就労状況などを判断する時点のこと 


